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性別と人種：女性 5 人、男性 85 人、日本人 89 人、外国人 1 人 
平均年齢：33.8 歳（21～53 歳、標準偏差 7.1、分散 50.4） 
20 代 29 人、30 代 45 人、40 代 15 人、50 代 1 人 
学歴：博士 2 人、修士 18 人、学士 62 人、短卒 2 人、高卒他 6 人 
博士号 2 人は共に工学博士であった。修士号の分野は、理工系が 12 人、非理工
系の社会科学人文系が 9 人であり、うち、理工系と非理工系のダブル修士 3 人が
含まれている。学士号は、理工系 16 人、非理工系 46 人である。 
起業経験：以前に起業経験を持つサンプルが 21 人（23.3%） 
勤務経験：勤務経験の無いサンプルが 10 人（11.1%） 
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の 69 人が CEO であり、CTO（最高技術責任者）は 9 人であるため、たまたま、CTO を
担う理工系出身のサンプルが少なかったのではないかという感を抱くがそうではない。創
業時から CTO を要していたサンプルは 27 社（30.0%）に過ぎない。理工系の教育を受け
た人材が創業者になることは比較的少ないことがわかる。 







設立年：2012 年 10 社、2011 年 32 社、2010 年 15 社、2009 年 8 社、2008 年以前 24
社、最も古いサンプルは 1997 年。 
従業員数：正社員の採用は 54 社（中央値 2 人）、契約社員の採用は 41 社（中央値 2 人）、
外注の利用は 30 社（中央値 2 人）、従業員皆無は 7 社 
事業内容（複数回答有）：ネット 77 社、モバイル 37 社、ソフトウエア受託 18 社、コン
サルタント業 14 社、IT 関連他 9 社、その他 12 社 
資金調達：立ち上げ資金（親戚知人 23 社、顧客等 2 社、個人投資家 11 社、VC8 社）、
シリーズ A（個人投資家 8 社、VC25 社、事業会社等 7 社） 










勤務した企業の数は、まったく無いが 10 人（11.1%）、1 社 22 人（22.2%）、2 社 23 人
（25.6%）、3 社以上 35 人（38.9%）となる。平均年齢が 33.8 歳でありながら、転職経験
2 回以上が 4 割近くを占めることは、労働流動性が高いといえよう。 
勤務した企業の規模に注目しよう。1000 人以上の従業員を抱える大企業に勤めた経験が
あるサンプルは 42 人（46.7%）、99 人以下の小規模企業勤務は 47 人（52.3%）だった。
その小規模企業勤務者のうち、大多数を占める 43 人がスタートアップ勤務の経験を持つ。
スタートアップ勤務経験者の年齢分布は次のとおりである。20代が 17人で、20代の 58.7%
を占める。30 代が 22 人で 48.9％を占め、40 歳以上が 4 人で 25.0%を占めた。若い世代
ほど、スタートアップに雇用された経験を持つことになる。 
次に勤務した時代の職位を、起業直前についてたずねている。ロワー（役職無し）、ミ
ドル（係長、課長等）、エグゼクティブ（部長以上）で分類すると、それぞれ 3 分の 1 ず
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90 人中 21 人（23.3%）が、過去にも起業した経験を持つシリアル起業家である。起業
した回数は、現在を含めて 2 回が 10 人、3 回が 5 人、4 回が 3 人、5 回以上が 3 人である。 
最初の起業の事業内容を複数回答可能でたずねると、ネット 9 人、モバイル 0 人、ソフ
トウエア受託開発 4 人、コンサル 4 人、IT 関連他 2 人、サービス 2 人、その他 7 人であ
った。当時はモバイル関連ビジネスの市場が無かったのであろう。そのスタートアップが
出口を迎えたかどうかについては、上場は無かったが、満足な売却 3 人、不満足な売却 2
人であった。21 人中 3 人が出口を迎えたことは、確率 14.2%に達することになり、成功率
としては高いといえよう。逆に、解散は 6 人、倒産はなく、Living Dead と言われる生存
が 10 人となっている。約半数のスタートアップが、法人を残したまま、次の起業をした
ことになる。 
11 人が 3 度以上の起業経験を持っている。現在の一つ前の起業における職位は、CEO6
人、CTO1 人、CFO1 人、CMO3 人であった。また、2 度目または 3 度目の起業の事業内
容を複数回答可能でたずねると、ネット 8 人、モバイル 3 人、ソフトウエア受託開発 2 人、
コンサル 2 人、サービス 1 人、その他 2 人であった。出口に関しては、上場無し、満足な







大きく事業分類すると、個人消費者向けの B2C と事業者向けの B2B になる。本分析で
は、2011 年に発表された米国ベイエリア地域の WEB 関連ビジネスの起業家調査












                                                   
1 Startup Genome Report （2011）は、米国のシリコンバレー所在の WEB ビジネスのスタートアップ
約 650 社を分析している。Stanford および UC Berkeley が主体となって進められた。 
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などにネット上での協同環境を提供する PBworks、ユーザーの反応や意見をくみ上げ




生産管理、顧客管理等のデータベースサービスの Oracle や WEB を使った顧客管理シ
ステムの Salesforce が挙げられる。 
 
3.2 事業タイプと起業家 
この基準に従い、90 社を分類すると、Automizer が 25 社、Social Transformer が 8 社、
Integrator が 37 社、Challenger が 6 社となった。Automizer には、携帯、PC、スマー
トテレビ等向けのアプリ開発、Social Transformer には、画像投稿サービス、デザイナー
を集めて公表するプラットフォーム、SNS を活用したマッチングサービス、EC サイト運




の普及と共に興隆したことを勘案すると、Automizer や Social のビジネスは比較的若い層
が手がけ、逆に、事業者向けの Integrator や Challenger は中年層が多いのではないかと
想定できる。年齢の分布と、平均年齢の比較を次表に示す。 
表 1 からわかるように、予想どおり、Automizer と Social は、20 代と 30 代が多く、
Integator は 30 代に加えて 40 代が多くなっている。Challenger は、40 代が最も多い。
表 2 では、平均年齢を比較している。Challenger の平均年齢 41.2 歳は突出しており、分
散分析の結果、年齢差は有意であった F (3, 86) = 4.06, p = .01。 
表 1 事業タイプ別年代 
 全体 20 代 30 代 40 以上 
Automizer 25 社 10 14 1 
Social 22 社 8 10 4 
Integrator 37 社 10 20 7 
Challenger 6 社 1 1 4 
（出所）筆者作成。 
表 2 事業タイプ別年齢 
 度数 平均値 標準偏差 標準誤差 最小値 最大値 
Automizer 25 32.04 5.48 1.10 22 47 
Social 22 31.73 6.65 1.42 21 46 
Integrator 37 35.05 7.46 1.22 21 53 
Challenger 6 41.17 7.41 3.03 28 47 
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次に、起業経験を見てみよう（表３参照）。過去に起業経験を持つシリアル起業家の割
合は、Automizer が 24.0%、Social が 18.2%、Integrator が 24.3%、Challenger が 33.3%




表 3 事業タイプ別の起業経験と創業年 
  創業２年以内 創業 3 年以内 シリアル起業家 
Automizer 25 社 15 56.0% 19  72.0% 6 24.0% 
Social 22 社 13 59.0% 16  72.6% 4 18.2% 
Integrator 37 社 14 37.8% 22  59.4% 9 24.3% 














員の採用率は 56.8％、契約社員の採用率は 48.6%と、Challenger はもちろん、Social 





  正社員採用 契約社員採用 外注 
Automizer 25 社 
10 社 40.0% 8 社 32.0% 8 社 32.0% 
7 人 1～40 人 2.1 人 1～5 人 2.6 人 1～3 人 
Social 22 社 
17 社 77.3% 12 社 54.5% 7 社 31.8% 
6.4 人 1～40 人 4.8 人 1～20 人 4.0 人 1～15 人 
Integrator 37 社 
21 社 56.8% 18 社 48.6% 14 社 37.8% 
8.8 人 1～65 人 3.7 人 1～10 人 4 人 1～15 人 
Challenger 6 社 
6 社 100.0% 3 社 50.0% 1 社 50.0% 
16.8 人 1～31 人 6.7 人 3～10 人 1 人 1 人 
（出所）筆者作成。 
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3.4 経営戦略 
続いて、経営戦略の要素として、顧客アクセス方法と他社との差別化を比較したい。 
まず、顧客アクセスを見てみよう（表 5 参照）。Integrator と Challenger のターゲット
は事業者向けである。したがって、顧客リストをあらかじめ持っていることが望ましい。
Challenger タイプのサンプルは全て、顧客リストを持っており、Integrator は 70.3％で
あった。一方、個人向けのビジネスである Automizer と Social は 50%超という結果であ
った。その代わりに、ソーシャルメディアを個人にアクセスするために活用していること
がわかる。Automizer は 88.0%、Social は 100%という回答が得られている。Social は、
ソーシャルメディアを前提としたビジネスなので当然といえよう。興味深いのは、
Integrator も、Challenger もソーシャルメディアを活用していることである。Integrator
は 56.8%、Challenger は 67.0%という回答であった。ソーシャルメディアの活用は、個人
だけではなく、法人や組織レベルでも進んでいることを示している。 
 
表 5 事業タイプ別顧客アクセス 
  顧客リスト有り ソーシャルメディア活用 
Automizer 25 社 13 52.0% 22 88.0% 
Social 22 社 11 50.0% 22 100.0% 
Integrator 37 社 26 70.3% 21 56.8% 







対し、Social は 90.9%と大きな差がある。Automizer の個人単独利用の製品サービスより
も、Social のように個人間やグループ利用を狙った製品サービスの方が、より新しさを要
求されるのかもしれない。事業者向けのビジネスである、Integrator と Challenger を比




表 6 事業タイプ別の他社との差別化 
  高品質 低コスト ニッチ 新しさ 
Automizer 25 社 5 社 20.0% 5 社 20.0% 11 社 44.0% 18 社 72.0% 
Social 22 社 7 社 31.8% 7 社 31.8% 10 社 45.5% 20 社 90.9% 
Integrator 37 社 14 社 37.8% 9 社 24.3% 25 社 67.6% 16 社 43.2% 













った経営パフォーマンスに分けられる（Venkatraman and Ramanujam, 1986）。しかし、
設立から年数が浅く、規模が小さい企業の成長性を評価することに適した指標は多くない。
Storey（1994）は、売上高や利益率よりも従業員数の伸びが成長性を測るには適している













数は単数であるよりも、複数のほうが CEO と CTO の役割を分担できることから、成長性
に正に働くことが予想できる。また、経営チームの変更は、相当数の追加や入れ替えが成
長性に正の影響を及ぼすことが、先行研究では実証されている（Chandler, Honig and 
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行（経営資源組成、組織デザイン、戦略立案）を経ると Shane は定義している（Shane, 2003; 


























創業者数 .208+   
チームの変更回数 .182+   
















市場の大きさを考慮 .196+ 機会発見か起業意欲が先か -0.131 
実行に際して 
市場の成長性を考慮 .197+ ビジネスモデルの変更 0.059 
実行に際して 
目新しさを考慮 .228* 競合他社との違い：高品質 0.146 
競合他社との違い：まったく
新しい製品サービス .194+ 競合他社との違い：低価格 0.028 
顧客アクセス .281** 競合他社との違い：ニッチ 0.025 





90 人中 21 人（23.3%）が、過去にも起業した経験を持つシリアル起業家であった。し
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25 歳から 49 歳、標準偏差 6.1、分散 37.7 であった。ノービスは、平均年齢 32.8 歳、21










アルの平均値は 3.19 (SD = 1.37)、ノービスは 2.48 (SD = 1.33)であり、平均値の差は、5%
水準で有意であった F (1, 86) = 4.54, p = .04。 
機会認識と起業意欲のどちらが先かについての質問は、アイデアや機会認識が先、起業












アイデア/機会認識 起業意欲 同時 
シリアル 14 4 3 21 
ノービス 23 27 15 65 





シリアルが 3.90 (SD = 1.22)、ノービスが 3.59 (SD = 1.15)で、F (1,87)=1.19, n.s.、市場
                                                   
3 Global Entrepreneurship Monitor は、1999 年より始まった国際的な起業家活動の調査プロジェクト
であり、2011 年には 100 ヵ国が参加した。http://www.gemconsortium.org 
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の成長性は、シリアルが 3.95 (SD = 1.24)、ノービスが 3.72 (SD = 1.20)で、F (1,86) =.61, 
n.s.、製品サービスの目新しさは、シリアルが 3.95 (SD = 1.43)、ノービスが 4.03 (SD = 






ル 2.43 (SD = 1.01)、ノービス 2.19 (SD = .85)で、F (1,87)=1.10,n.s.、自己資金が、シリ




が多い。シリアルの平均値は.71(SD = .56) 、ノービスは.36(SD = .49)となり、平均値の
差は、5%水準で有意となった F (1, 88) = 7.90, p = .006。しかし、シードでは、差が見ら





は差が見られなかった。ネットワーキングに関しては、平均値はシリアルが 14.58 (SD = 
3.50)、ノービスが 13.45 (SD = 3.31)、F (1,84)=1.69,n.s.。メンターの数に関しても、シ
リアル (M = 5.90; SD = 2.14)とノービス (M = 6.51; SD = 2.29)で有意な差は見られなか











サンプル数：10 人（1 人女性、シリアル起業家 3 人） 
平均年齢：28.6 歳（21～44 歳、標準偏差 8.0、分散 63.6） 
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10 サンプルをまとめたものが表 9 である。年代は 20 代から 40 代まで広く、ひとりで
創業したサンプルは 4 人である。創業から 4 年以内と、若い企業が多い。ビジネスのタイ
プは様々であった。 
 
表 9 勤務経験の無い起業家像 
創業者年齢 起業回数 創業者数 ビジネス タイプ 設立年 従業員規模（全） 
40 代 5 回 1 服飾のデザインを集めて 
製品化するサイト運営 Social 2001 5 
30 代 1 回 4 音楽活動支援サービス Automizer 2011 2 
30 代 1 回 2 請求書管理サービス Integrator 2011 0 
20 代前半 1 回 1 EC サイト運営 Social 2011 10 
20 代前半 1 回 2 知人間でノートを共有する 
サービス Social 2012 6 
20 代前半 1 回 2 Facebook を使った採用 
コンサルティング Integrator 2011 18 
20 代後半 1 回 4 Facebook を使った 
マーケティング支援 Integrator 2008 6 
20 代後半 1 回 2 電子出版物の 
プラットフォーム運営 Social 2007 5 
20 代後半 2 回 1 個人向けサービス業の 
紹介サービス Social 2010 6 
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表 10 勤務経験有無の比較 
 勤務経験有 勤務経験無 F 値 
パフォーマンス（成長性） 6.9 7.3 F(1,84)=.38,p=.56 
目標設定活動 9.3 10.3 F(1,84)=.80,p=.37 
プランニング活動 18.5 33.9 F(1,87)=1.48,p=.23 
フィードバック求める活動 10.1 10.3 F(1,,83)=.071,p=.79 
ネットワーキング 13.5 15.9 F(1,84)=3.82,p=.05 
メンターの数 6.3 6.9 F(1,87)=.616,p=.44 
資金調達 0.8 1.0 F(1,88)=.644,p=.42 








サンプルである起業家の概要をまとめたい。90 人の創業者の学歴は学部卒が 7 割、大学
院卒は 2 割程度であった。また、WEB ビジネスは、IT の知識を必要とするものの、理工
系の教育を受けたサンプルは 3 割程度と過半にも満たない。サンプルの大多数の職位は
CEO であったので、たまたま、CTO を担う理工系出身のサンプルが少なかったのではな
いかという感を抱くがそうではなかった。創業時から CTO を要していたサンプルは 3 割
に過ぎない。理工系の教育を受けた人材が創業者になることは比較的少ないことがわかる。
また、平均年齢 33.8 歳ながらにして、転職経験 2 回以上の者が 4 割近くを占めることは、
労働流動性低い日本においては、特徴的であろう。 
シリアル起業家は 90 人中 21 人存在した。最初に設立した企業 21 社のうち、3 社が満









得られた。サンプルは、創業から 3 年以内が 7 割、2 年以内が 6 割と若い企業が多かった。
資金を、ビジネス•エンジェル、ベンチャー•キャピタル、事業会社等外部から調達した企
業が、立ち上げ資金であるシードに関しては 2 割超、次の投資ラウンドであるシリーズ A
に関しては 4 割超存在している。 
事業タイプ別の特徴は興味深い。消費者をターゲットにしたビジネスを展開する
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Automizer と Social Transformer 、事業会社をターゲットにしたビジネスを展開する
Integrator と Challenger を比べると、消費者をターゲットにしたふたつのタイプのほう
が創業者は若い。経営規模を正社員の採用率によって比べると、Social Transformer
（77.3%）と Challenger（100%）は規模が大きくなる傾向があった。これは、Social 
Transformer の個人間ネットワーク構築と、Challenger の ASP や決済システムのような
プラットフォーム構築には、相当数のエンジニアを擁する必要があることを反映している
と思われる。全体に、顧客にアクセスするためにソーシャルメディアが活用されている。
それは、消費者向けのビジネスを展開する Automizer と Social Transformer だけではな
く、事業者向けのビジネスを展開する Integrator と Challenger でも過半をはるかに超え
て利用していた。他社と差別化するポイントである、高品質、低コスト、ニッチ、新しい
製品サービスのうち、差が大きく見られたのが、新しい製品サービスだった。Automizer
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